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議案件数      ６ 件     

専決処分（条例案件） １ 件 

専決処分（補正予算） ４ 件 

補正予算案件     １ 件 

 

 

議案第３０号  専決処分の承認を求めることについて（向日市税条例及び向 

日市都市計画税条例の一部を改正する条例）--------------１ 

議案第３１号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市一 

般会計補正予算（第９号））----------------------------３ 

議案第３２号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市一 

般会計補正予算（第１０号））--------------------------４ 

議案第３３号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市後 

期高齢者医療特別会計補正予算（第２号））--------------８ 

議案第３４号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市介 

護保険事業特別会計補正予算（第２号））----------------９ 

議案第３５号    令和７年度向日市一般会計補正予算（第１号）------------10 



- 1 - 

 

議案第３０号  専決処分の承認を求めることについて（向日市税条例及び向日市都市 

計画税条例の一部を改正する条例）         

〔環境産業部税務課〕 

 

［改正の趣旨］ 

地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）等の一部改正に伴い、条例の一部を改正する 

もの 

 

［改正の内容］ 

 (1) 公示送達 

   インターネットを用いる方法の定義を示した省令改正に伴う改正 

 

   (2) 個人住民税 

① 大学生年代の子等に関する特別控除の創設 

特定扶養控除に関して、控除対象となる大学生年代の子等の所得要件を拡

大するとともに、一定の所得を超えた場合でも親等が受けられる控除の額が

段階的に逓減する特定親族特別控除を導入  

控除額 最高 45 万円 

    ② ぴったりサービスでの申告開始に伴う文言修正 

 

(3) 軽自動車税 

① 二輪車の車両区分の見直し（軽自動車税種別割） 

総排気量 125cc 以下で最高出力を 4.0kW(50cc 相当)以下に制御したバイク

(新基準原付バイク)に係る軽自動車税種別割の税率を年額 2,000 円(50cc 原

付と同額)とする。 

② 身体障がい者等に対する種別割の減免 

マイナ免許証の運用開始に伴う減免申請時の運転免許証の提示義務に係る

規定等の整備 

 

(4) 固定資産税 

長寿命化に資する大規模修繕工事を行ったマンションに係る税額の減額措置
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の延長（固定資産税）（工事が完了した年の翌年度分の固定資産税額の 3 分の 1

に相当する額を減額） 

 

(5) たばこ税 

加熱式たばこの課税方式について、国たばこ税の見直しに伴い、課税の適正化 

   の観点から見直しを行うもの 

 

［施行期日］  令和７年４月１日 

        

【令和 7 年 3 月 31 日専決処分】 
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議案第３１号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市一般会計補

正予算（第９号））         

〔ふるさと創生推進部財政課〕 

 

歳入歳出予算総額 

補正前の額    ２６，７１９，４０３千円 

補 正 額       ３３，０００千円 

補正後の額     ２６，７５２，４０３千円 

 

歳入の補正内容 

〔14 款 国庫支出金〕 

  生活保護費国庫負担金 2,475 万円を増額計上 

 

〔18 款 繰入金〕 

    財政調整基金繰入金として 825 万円を増額計上 

 

歳出の補正内容 

〔３款 民生費  ３項 生活保護費  ２目 扶助費〕 

     生活保護受給者に対する扶助費において、医療扶助費が当初の見込みよりも増加

することが見込まれるため、これに係る費用 3,300 万円を増額計上 

 

 【令和 7 年 3 月 26 日専決処分】 
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議案第３２号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市一般会計補

正予算（第１０号））         

〔ふるさと創生推進部財政課〕 

 

歳入歳出予算総額 

補正前の額    ２６，７５２，４０３千円 

補 正 額      ７７６，８１４千円 

補正後の額     ２７，５２９，２１７千円 

 

歳入の補正内容 

〔１款 市税〕 

  個人市民税 6,220 万円を減額計上   

  法人市民税 4 億 9,280 万円を増額計上   

  固定資産税 1 億 460 万円を増額計上   

  軽自動車税（環境性能割）200 万円を増額計上 

  軽自動車税（種別割）730 万円を減額計上 

  たばこ税 400 万円を減額計上 

  都市計画税 410 万円を増額計上 

 

〔２款 地方譲与税〕 

  地方揮発油譲与税 137 万円を増額計上 

  自動車重量譲与税 40 万円を増額計上 

  森林環境譲与税 12 万円を減額計上 

 

〔３款 利子割交付金〕 

  利子割交付金 223 万円を増額計上 

 

〔４款 配当割交付金〕 

  配当割交付金 3,377 万円を増額計上 

 

〔５款 株式等譲渡所得割交付金〕 
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  株式等譲渡所得割交付金 5,864 万円を増額計上 

 

〔６款 法人事業税交付金〕 

  法人事業税交付金 2,235 万円を増額計上 

 

〔７款 地方消費税交付金〕 

  地方消費税交付金 1 億 275 万円を増額計上 

 

〔８款 環境性能割交付金〕 

  環境性能割交付金 210 万円を増額計上 

 

〔９款 地方特例交付金〕 

  地方特例交付金 5,680 万円を増額計上 

  新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金 208 万円を増額計上 

 

〔10 款 地方交付税〕 

  普通交付税 9,000 万円を減額計上 

  特別交付税 7,089 万円を増額計上 

 

〔11 款 交通安全対策特別交付金〕 

  交通安全対策特別交付金 89 万円を減額計上 

 

〔15 款 府支出金〕 

  後期高齢者医療保険基盤安定府拠出金 134 万円を増額計上 

 

〔16 款 財産収入〕 

    各基金利子として 213 万円を増額計上 

 

〔17 款 寄附金〕 

    社会福祉事業指定寄附金として 19 万円を増額計上 
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〔18 款 繰入金〕 

    財政調整基金繰入金として 825 万円を減額計上 

    公共施設整備基金繰入金として 1,000 万円を増額計上 

 

歳出の補正内容 

〔２款 総務費    １項 総務管理費   ５目 財産管理費〕 

    公共施設整備基金積立金 7 億 7,346 万円を増額計上 

  財政調整基金積立金 74 万円を増額計上 

 

〔３款 民生費    １項 社会福祉費   １目 社会福祉総務費〕 

    社会福祉基金積立金 19 万円を増額計上 

 

〔３款 民生費    １項 社会福祉費   ２目 老人福祉費〕 

  後期高齢者医療特別会計繰出金 179 万円を増額計上 

 

 〔６款 農林水産業費 ２項 林業費     １目 林業振興費〕 

   森林整備等基金積立金 55 万円を増額計上 

  

その他、各基金積立金（利子分）として計 6 万円を増額計上 

 

 繰越明許費の設定 

  次の事業に係る経費を翌年度に繰り越すもの 

 〔３款 民生費   １項 社会福祉費〕 

   住民税非課税世帯支援給付金給付事業       6,579 万円 

 

 〔４款 衛生費   １項 保健衛生費〕 

   新市民温水プール整備事業                     5,303 万円 

   ゼロカーボン推進事業                 56 万円 

 

 〔８款 土木費    ２項 道路橋梁費〕 

   市道路改良事業                 12,941 万円 
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 〔８款 土木費   ４項 都市計画費〕 

   地籍調査事業                                809 万円 

      立地適正化計画改定事業                           740 万円 

   JR 向日町駅東口開設推進事業               108,193 万円 

      都市再生まちづくり推進事業                  970 万円 

      寺戸公民館整備事業                        1,564 万円 

 

 〔９款 消防費   １項 消防費〕 

   トイレカー導入事業                           3,870 万円 

 

 〔10 款 教育費  ２項 小学校費〕 

   小学校体育館空調整備事業                       1,497 万円 

   第２向陽小学校改築事業                        1,401 万円 

 

 〔10 款 教育費   ３項 中学校費〕 

   中学校体育館空調整備事業                         849 万円 

 

〔10 款 教育費   ４項 社会教育費〕 

   史跡長岡宮跡大極殿東面回廊地区保全整備事業     1,466 万円 

 

 地方債 

次の起債を変更するもの 

〔変更〕 

ゼロカーボン推進事業債    限度額   1,100 万円    ⇒     890 万円 

災害対策事業債        限度額   4,690 万円    ⇒   4,000 万円 

留守家庭児童会整備事業債   限度額   1,200 万円    ⇒       0 万円 

 

 【令和 7 年 3 月 31 日専決処分】 
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議案第３３号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市後期高齢者 

        医療特別会計補正予算（第２号）） 

                                         〔市民サービス部医療保険課〕 

 

  歳入歳出予算総額 

      補正前の額      １，１３４，０７２千円 

      補 正 額         １，７９７千円 

      補正後の額       １，１３５，８６９千円 

 

  歳入の補正内容 

  〔３款 繰入金 １項 一般会計繰入金 １目 一般会計繰入金〕 

   一般会計からの繰入金を 179 万円増額計上 

   

  歳出の補正内容 

  〔２款 後期高齢者医療広域連合納付金 １項 後期高齢者医療広域連合納付金 

   １目 後期高齢者医療広域連合納付金〕 

  後期高齢者医療広域連合納付金を 179 万円増額計上 

 

 【令和 7 年 3 月 31 日専決処分】 



- 9 - 

 

議案第３４号  専決処分の承認を求めることについて（令和６年度向日市介護保険事

業特別会計補正予算（第２号）） 

〔市民サービス部高齢介護課〕 

 

  歳入歳出予算総額 

      補正前の額  ５，４８１，０９９千円 

      補 正 額        １０７千円 

      補正後の額  ５，４８１，２０６千円       

 

 歳入の補正内容 

  〔６款 財産収入  １項 財産運用収入  １目 利子及び配当金〕 

      介護保険給付費基金定期預金利息額の確定に伴い、介護保険給付費基金利子 10 万円

を増額計上 

 

 歳出の補正内容 

  〔４款 基金積立金  １項 基金積立金  １目 介護保険給付費基金積立金〕 

      基金積立金として 10 万円を増額計上 

 

【令和 7 年 3 月 31 日専決処分】 
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議案第３５号  令和７年度向日市一般会計補正予算（第１号） 

                    〔ふるさと創生推進部財政課〕 

 

歳入歳出予算総額 

補正前の額    ２８，２７６，０００千円 

補 正 額        ３，８９０千円 

補正後の額     ２８，２７９，８９０千円 

 

歳入の補正内容 

〔14 款 国庫支出金〕 

医療費助成オンライン資格確認自治体システム改修等事業補助金 18 万円を計上 

生活困窮者就労準備支援事業費等国庫補助金 46 万円を増額計上 

 

〔18 款 繰入金〕 

    財政調整基金繰入金 64 万円を増額計上 

 

〔20 款 諸収入〕 

  コミュニティ助成金 260 万円を計上 

 

歳出の補正内容 

〔２款 総務費  １項 総務管理費  ９目 自治振興費〕 

     鶏冠井区に係るコミュニティ助成金（一般コミュニティ助成事業）として 120 万 

円を増額計上 

 

〔３款 民生費  １項 社会福祉費  １目 社会福祉総務費〕 

   福祉医療システム改修費用として 36 万円を増額計上 

 

〔３款 民生費  ３項 生活保護費  １目 生活保護総務費〕 

     生活扶助基準改定に伴う生活保護システム改修費用として 92 万円を増額計上 

 

〔９款 消防費  １項 消防費  ４目 災害対策費〕 
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     西向日区に係るコミュニティ助成金（地域防災組織育成助成事業）として 140 万

円を増額計上 

 

債務負担行為補正 

 次の債務負担を追加するもの 

  〔追加〕 

   第 1 保育所給食調理業務委託事業 限度額 9,000 万円 

 

 


